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また、上記に掲げる設計共同体として
の資格の認定を受けていない者も参加表
明書を提出することができるが、その者
が技術提案書の提出者として選定され、
技術提案書を提出し、特定されるために
は、技術提案書の特定通知日において当
該資格の認定を受けていなければならな
い。

２）参加表明書に関する要件
\ 参加表明書の提出者に対する要件
{ 参加表明書を提出する者は、平成15年
度以降公示日までに完了した以下の何れ
かの「同種業務又は類似業務」実績を有
する者であること。なお、設計共同体の
場合は、代表者が「同種業務又は類似業
務」の実績を有さなければならない。ま
た、他の構成員は、本業務で実施を予定
している分担業務について、平成15年度
以降公示日までに完了した業務の実績を
有さなければならない。
・同種業務：海域における{事業に伴う

漁業影響予測に関する検討
業務及び|生物調査及び}

水質調査及び~底質調査及
び�漁業実態調査及び�魚
類調査及び‚流況調査
※{～‚の実績は別々の業
務でも良い

・類似業務：海域における{事業に伴う
環境影響予測に関する検討
業務及び|生物調査及び}

水質調査及び~底質調査及
び�漁業実態調査及び�魚
類調査及び‚流況調査
※{～‚の実績は別々の業
務でも良い

| ただし、上記{の実績が地方整備局の
発注した業務（港湾空港関係に限る）の
場合は、請負業務成績評定表の評定点が
60点未満の場合は実績として認めない。

] 配置予定技術者に対する要件
{ 配置予定管理技術者の資格に関する要
件 配置予定管理技術者については、以
下に揚げる資格等のいずれかを有するこ
と。

イ）技術士（建設部門：「河川、砂防及
び海岸・海洋、港湾及び空港、建設環
境」）（水産部門：「漁業及び増養殖、
水産土木、水産水域環境」）（総合技術
監理部門：「建設`河川、砂防及び海
岸・海洋、建設`港湾及び空港、建設`
建設環境、水産`漁業及び増養殖、水
産`水産土木、水産`水産水域環境」）
の資格を有している者
ロ）土木学会１級技術者以上の資格を有
している者
ハ）発注者が上記イ）ロ）と同等の能力
と経験を有すると認めた者
ニ）ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海
洋、港湾及び空港、建設環境、水産土
木部門）のいずれかの資格を有する者
※外国資格を有する技術者（わが国及
びＷＴＯ政府調達協定締約国その他
建設市場が開放的であると認められ
る国等の業者に所属する技術者に限
る。）については、あらかじめ技術士
相当又はＲＣＣＭ相当との国土交通
大臣認定（総合政策局建設振興課等）
を受けている必要がある。
なお、参加表明書の提出期限まで
に当該認定を受けていない場合にも
参加表明書を提出することができる
が、この場合、参加表明書提出時に
当該認定の申請書の写しを提出する
ものとし、当該業者が選定されるた
めには選定通知の日までに大臣認定
を受け、認定書の写しを提出しなけ
ればならない。
選定通知の日は平成25年11月28日
を予定する。

| 配置予定管理技術者の業務実績に関す
る要件 配置予定管理技術者について
は、平成15年度以降公示日までに完了し
た以下に示される「同種又は類似業務」
のいずれかについて、従事経験を有さな
ければならない。
なお、業務実績は、技術者として従事
した実績であれば、従事した際の立場（下
請け、出向又は派遣）は問わない。ただ
し、照査技術者として従事した実績は除
く。

・同種業務：海域における{事業に伴う
漁業影響予測に関する検討
業務及び|生物調査及び}

水質調査及び~底質調査及
び�漁業実態調査及び�魚
類調査及び‚流況調査
※{～‚の実績は別々の業
務でも良い

・類似業務：海域における{事業に伴う
環境影響予測に関する検討
業務及び|生物調査及び}

水質調査及び~底質調査及
び�漁業実態調査及び�魚
類調査及び‚流況調査
※{～‚の実績は別々の業
務でも良い

ただし、「同種又は類似業務」の従事経
験が地方整備局の発注した業務（港湾空
港関係に限る）の場合は、請負業務成績
評定表の評定点が60点未満の場合は実績
として認めない。

} 恒常的な雇用関係 本業務の参加表明
書の提出日より履行期間中に、本業務の
受注者と直接的雇用関係にあること。

３）参加表明書の受領期限並びに提出場所及び

方法

・期間：平成25年11月18日16時00分までに電

子入札システムにより提出するこ

と。

・場所：発注者の承諾を得て持参の場合、上

記４ １）の担当部局に提出。

４）技術提案書の受領期限並びに提出場所及び

方法

・期間：平成26年１月７日16時00分までに電

子入札システムにより提出するこ

と。

・場所：発注者の承諾を得て持参の場合、上

記４ １）の担当部局に提出。

５）技術提案書の特定予定

・特定通知の日は平成26年１月22日を予定す

る。

５ その他

１）手続きにおいて使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨に限る。

２）契約保証金 免除。

３）手続きにおける交渉の有無 無

４）契約書作成の要否 要

５）関連情報を入手するための照会窓口 上記

４ １）に同じ。

６）詳細は説明書による。

６ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 42

] Subject matter of the contract : Fishery

impact study at new sediment disposal sites

for Port of Nagoya

３ 技術提案書を特定するための評価基準
１）技術提案書の記載内容及びヒアリングでの
聞き取り内容において、２）に掲げる評価項
目を確認し、業務が適切に履行できないと判
断される場合は特定しない。
２）評価項目
\ 予定管理技術者の経験及び能力
] 実施方針
^ 特定テーマに対する技術提案

４ 手続等
１）担当部局 〒460`8517 愛知県名古屋市中
区丸の内二丁目１番36号ＮＵＰ・フジサワ丸
の内ビル 国土交通省中部地方整備局 契約
関係 総務部経理調達課契約管理係 林
歩美 ＴＥＬ052`209`6317 ＦＡＸ052`

203`9738

２）説明書の交付期間、場所及び方法
\ 説明書を入札情報サービス（http://www.

pas.ysk.nilim.go.jp/）より配付する。
配付期間は平成25年11月７日から平成26

年１月６日

] 書面による配付を希望する場合は、あら

かじめその旨を担当部局へ申し込みを行っ

た上で、以下の期間、場所にて無償にて配

付する。

・期間：平成25年11月７日から平成26年１

月６日までのうち（土曜日、日曜

日及び祝日は除く）交付時間は９

時30分から17時00分まで）

・場所：上記４ １）

˜
˜


		2013-11-06T15:04:59+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




